
財務書類に関する主な用語解説 

 

◆財務書類の区分 

一般会計等 一般会計、給食事業特別会計、病院事業特別会計 

全体財務書類 
一般会計等、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、 

農業集落排水事業特別会計、ガス事業会計 

連結財務書類 

全体会計、山武郡市広域行政組合、東金市外三市町清掃組合、九十九里地域水道企業団、 

山武郡市広域水道企業団、千葉県市町村総合事務組合、千葉県後期高齢者医療広域連合、 

地方独立行政法人東金九十九里地域医療センター 

 

◆貸借対照表 

・基準日時点における町が保有する財産の状況（資産・負債及び純資産の残高）を表したもの 

固定資産 

 

有形固定資産 

 

事業用資産 公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産 

インフラ資産 社会基盤となる資産 

物品 車両、物品、美術品など 

物品減価償却累計額 物に係る減価償却累計額 

無形固定資産 ソフトウェアなど 

 

投資その他の資産 

 

投資及び出資金 有価証券、出資金、出損金 

投資損失引当金 
市場価格のない投資及び出資のうち連結対象団体及び会計に対するものについて、

実質価格が低下した場合に計上 

長期延滞債権 流動資産に区分される以外の未収金 

長期貸付金 地方自治法第 240条第 1項に規定する債権である貸付金 

基金 流動資産に区分される以外の基金 

徴収不能引当金 
未収金や貸付金などの金銭債権に対する将来の取立不能(不納欠損額)見込額を見積

もったもの(長期延滞債権分) 

流動資産 

 

現金預金 手許現金、普通預金など 

未収金 税金、使用料などの未収金 

短期貸付金 貸付金のうち翌年度に償還期限が到来するもの 

基金 財政調整基金、減債基金のうち流動資産に区分されるもの 

棚卸資産 売却目的保有資産など 

徴収不能引当金 
未収金や貸付金などの金銭債権に対する将来の取立不能(不納欠損額)見込額を見積

もったもの 

固定負債 

 

地方債等 地方公共団体が発行した地方債のうち償還予定が 1年超のもの 

長期未払金 
地方自治法第 214 条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその

他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外 



退職手当引当金 原則期末自己都合要支給額 

損失補償等引当金 
履行すべき額が確定していない損失補償債務のうち地方公共団体財政健全化法上、

将来負担比率の算定に含めた将来負担額 

流動負債 

 

1年以内償還予定地方債等 地方公共団体が発行した地方債のうち償還予定が 1年以内のもの 

未払金 
基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、又は合理的

に見積もることができるもの 

未払費用 
一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において既に提供さ

れた役務に対して未だその対価の支払いを終えていないもの 

前受金 
基準日時点において代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行って

いないもの 

前受収益 
一定に契約に従い継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提供し

ていない役務に対して支払いを受けたもの 

賞与等引当金 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費 

預り金 基準日時点において第三者から寄託された資産に係る見返負債 

 

 

◆行政コスト計算書 

・１年間の行政活動のうち、資産の形成に結びつかない行政サービスに係る費用と、その行政サービスの直

接の対価として得られた収入の状況を表したもの 

経常費用 

 経常費用 

 

人件費 職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など 

物件費等 委託料、消耗品、備品購入費、修繕料、減価償却費など 

その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度過誤納還付 

移転費用 

 

補助金等 補助金、負担金 

社会保障給付 社会保障経費 

他会計への繰出金 特別会計への繰出金 

経常収益  

 使用料及び手数料 使用料、手数料 

臨時損失 

 災害復旧事業費 災害復旧に係る経費 

資産除売却損 資産売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額、除却資産の除却時の帳簿価額 

投資損失引当金繰入額 投資損失引当金を計上した場合のそれに対する繰入額 

臨時利益 

 資産売却益 資産売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額など 

 

 

 

 

 



◆純資産変動計算書 

・純資産の１年間の増減を表したもの 

前年度末純資産残高 前年度末の純資産の額(前年度貸借対照表と一致) 

純行政コスト 
行政活動に係る費用のうち人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながら

ない行政サービスに係る費用(行政コスト計算書の純経常費用と一致) 

財源 

 
税収等 地方税、地方交付税、地方譲与税など 

国県等補助金 国庫支出金、都道府県支出金など 

資産評価差額 有価証券などの評価差額 

無償所管換等 無償で譲渡、取得した固定資産の評価額など 

 

 

◆資金収支計算書 

・資金(現金預金など)の１年間の増減を性質の異なる３つの区分毎に表したもの 

業務活動収支 日常の行政サービスを行ううえでの収支 

投資活動収支 資産形成に関する収支 

財務活動収支 地方債等の借入や償還に関する収支 

 


